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議案第 28 号

議決第 29 号

令和６年度大崎町一般会計補正予算 (第２号 )

令和６年度大崎町の一般会計補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 119,702 千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ 12,445,055 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第 １表

歳入歳出予算補正」による。

令和６年６月 20 日提出

鹿児島県大崎町長 東 靖弘
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

－2－

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国 庫 支 出 金15 1,057,097 119,702 1,176,799

国 庫 補 助 金2 239,855 119,702 359,557

12,445,055歳              入              合              計 12,325,353 119,702



－3－

補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

民 生 費3 1,837,332 119,702 1,957,034

社 会 福 祉 費 1 783,640 119,702 903,342

12,445,055歳              出              合              計 12,325,353 119,702





予 算 説 明 書

（歳入歳出補正予算事項別明細書）



款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

－4－

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

15 国 庫 支 出 金 119,702 1,176,7991,057,097

歳     入     合     計 12,325,353 119,702 12,445,055



－5－

地 方 債

補 正 前 の 額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

119,7023 119,702 1,957,0341,837,332民 生 費

歳     出     合     計 12,325,353 119,702 12,445,055 119,702



－6－

２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金2国庫支出金（款） 15 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

119,702総務管理費補助金1119,702総務費国庫補助金1 157,63237,930 119,702物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

359,557119,702239,855計



－7－

一般会計 3  民生費

３　歳　出

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

10物価高騰 0 119,702 119,702 119,702 1報 酬 1,259 会計年度任用職員報酬（３名） 1,259

対応重点

支援事業 3職 員 手 当 等 458 時間外勤務手当 458

費

4共 済 費 201 共済組合負担金（会計年度任用職

員） 86

厚生年金保険料（会計年度任用職

員） 110

共済組合事務費（会計年度任用職

員） 5

8旅 費 16 会計年度任用職員通勤手当 16

10需 用 費 834 消耗品費 715

印刷製本費 119

11役 務 費 821 通信運搬費 540

手数料 281

18負担金，補助 116,113 新たな非課税世帯に対する臨時特

及 び 交 付 金 別交付金 20,500

新たな均等割課税世帯に対する臨

時特別交付金 14,300

子育て世帯への加算金 3,350

調整給付金 77,710

システム改修負担金 253

計 783,640 119,702 903,342 119,702
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１　　一　般　職

 　  （1）　総　括

報    酬 給    料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 134（102） 143,503 514,448 404,804 1,062,755 192,284 1,255,039

補 正 前 134（  99） 142,244 514,448 404,346 1,061,038 192,083 1,253,121

比 較 （３） 1,259 458 1,717 201 1,918

  ※（　　）内は，短時間勤務職員数であり，職員数に含まない。

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職手当
管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

退 職 手 当
組合負担金

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 17,850 10,806 2,892 20,119 5,640 167 127,355 106,590 105,015 8,370

補 正 前 17,850 10,806 2,892 19,661 5,640 167 127,355 106,590 105,015 8,370

比 較 458

備考　　この表は，報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区 分
職員数

給                  与                  費
共  済   費 合        計

備 考

職員手当の内 訳

区 分



ア　会計年度任用職員以外の職員

給    料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 134（４） 514,448 378,930 893,378 163,145 1,056,523

補 正 前 134（４） 514,448 378,472 892,920 163,145 1,056,065

比 較 458 458 458

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職手当
管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

退 職 手 当
組合負担金

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 17,850 10,806 2,892 20,119 5,640 167 112,229 95,842 105,015 8,370

補 正 前 17,850 10,806 2,892 19,661 5,640 167 112,229 95,842 105,015 8,370

比 較 458

備考１　この表は，給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となった ものについて記載すること。
      ２　　（　　）内は，再任用短時間勤務職員数であり，職員数に含まない。

職員手当の内 訳

区 分

区 分
職員数

給                  与                  費
共  済   費 合        計

備 考
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イ　会計年度任用職員

報    酬 給    料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 98(98) 143,503 25,874 169,377 29,139 198,516

補 正 前 95(95) 142,244 25,874 168,118 28,938 197,056

比 較 ３ (３) 1,259 1,259 201 1,460

期 末 手 当 勤 勉 手 当

(千円) (千円)

補 正 後 15,126 10,748

補 正 前 15,126 10,748

比 較

備考１　この表は，報酬または給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。
      ２　（   ）内は，会計年度任用の職を占める職員であって，その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間
　        に比し短い職員について外書きすること。

共  済   費 合        計
備 考

職員手当の内 訳

区 分

区 分
職員数

給                  与                  費



増　減　額

（千円）

職員手当 458 その他の増分 458 時間外勤務手当 458

　備考　１　増減額欄の金額は「（１） 総括」の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　　　２　説明欄には，増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに，職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種別の内訳を記載すること。

　　　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増減事由別内訳

説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）
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